






























































































































かかわり、ひろがり） d コミュニケーション力 e 他者













































































































































₈ ③講義＋討論：持続可能な社会のための支出をどう創る！　　 TA 税理士・財務局
₉ ④講義＋討論：持続可能な社会のための収入をどう創る！ TA 税理士・国税局
















































₈ 授業づくり②単元構成（生徒観 ･ 教材観 ･ 指導観）の作成 教材研究を深める。
₉ 授業づくり③本時の授業展開 ･ 教材作成 授業展開を工夫する。














































































































































































































































































A 6000万円 2400万円 1800万円 2000万円
B 3000万円 1200万円 900万円 1000万円
C 1000万円 400万円 300万円 0円






















































A 6000万円 3000万円 2000万円 1800万円
B 3000万円 0円 1000万円 1000万円
C 1000万円 0円 0円 200万円
合計 ₁億円 3000万円 3000万円 3000万円
Q₂　説明
①所持金の多い A が全額負担
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